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1．はじめに
　現代の株式会社一きわめて多数の株主をもつ大規模株式会社の株式所有と経営に対する支配と
の関係について，とりわけ日本において顕著にみられるような法人による株式所有が圧倒的な大規
模株式会社の所有と支配との関係について，数多くの論考が発表され議論が闘わされてきている。
管見の限りでは，そのどれもが，この問題の解明に迫るうえできわめて刺激的であり，重要な指摘
を含んでいた。本稿は，これらの論考によって教えられつつ，なお問題を残すと考えられるいくつ
かの点を指摘し，所有と支配の問題について議論を展開しようとするものである。
　なお，バーリー／ミーンズの研究以来，一般にこの問題は株式会社における「所有と経営の分
離」として扱われてきたが，いわゆる専門経営者の登場が直ちに「経営者支配」・を意味するわけで
はなく，・たとえば，自然人たる大株主が専門経営者の任免権を掌中にもつことで，後者を支配しう
る場合を考えれば，問題は「所有と支配」との関係として扱うことが妥当である。また，現に今日
では，そうした問題として論議されており，本稿も同様である。
2．諸企業形態の論理的二歴史的展開の無理
　現代株式会社の所有と支配との関係について，相互に見解を大きく異にする多くの主張も，諸企
業形態の歴史的展開＝個人企業から株式会社への歴史的展開を「論理的」に扱うことでは大方は異
論はないようにみえる。しかし，まずここに株式会社の本質的理解に関わる問題が潜んでいると考
えられる。
　諸企業形態の歴史的展開を個人企業一合名会社一合資会社一株式会社と把え，これを「論理化」
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した代表的著作は大塚久雄r株式会社発生史論』（同r著作集』第1巻，岩波書店，1969年）であ
ろう。周知のように，大塚は，企業形態の歴史的展開を個別資本の集中形態のそれと把握し，これ
を，「『競争』とr信用』なる資本集中の2契機をr導きの糸糸』」とし，「『結合』とr支配』なる2
契機の矛盾の解決過程として解明」（同，106頁）しようとした。過度の簡略化を恐れずに紹介すれ
ば，いわゆる前期的資本において個人資本の2つの基本的結合形態としてソキエタス（無限責任を
負う機能資本家の共同企業的結合関係）とコメンダ（持分資本家の，機能資本家乃至上記ソキエタ
スに対する無機能な出資関係）を史実から設定する（同，107頁）。コメンダは15・6世紀にヨー
ロッパの重要な諸地域に拡がるが，そこでは機能資本家は無限責任，コンメンダ的出資者は有限責
任であり，この有限責任制は少くとも16・7世紀のヨーロッパにおいて「商人の常識」となってい
たとみられる（同，108－112頁）。一方，ソキエタスは「合名会社的会社形態」であり，「厳密な意
味の集中形態として」「会社形態の第1段階」とされる。この資本結合形態も15・6世紀の南ドイ
ツやアントワープなどで多く成立してきている（同，115－122頁）。ここから論理的な推転がはじ
まる。すなわち，「商業資本の媒介圏が拡大するにつれて結合される機能資本家の数が拡大し，そ
れとともに，彼らのrr支配』への欲求が相互に反発し合」うことになり，ソキエタスは「分裂の
危険をはらむに至る」。この「『支配』の欲求」と「『結合』の必要」との「衝突」の克服の方途は，
「ソキエタスを中核として，之に無機能な従ってr支配への意志』を一応喪失している持分資本，
かかるものとしてのコンメンダ的出資」の「附加」＝マグナ・ソキエタスの成立であった（同，125
－126頁）。そしてさらに，商品経済が拡大し厚味を増していくにつれて，「集中の必然性は」「社会
のいたるところに」「沈澱し」ている「無機能な蓄蔵貨幣〔潜在的資本〕」を「コンメンダ〔持分資
本〕の形で動員」する（同，139－140頁）。こうした結合の拡大は，「r支配』の欲求の，r結合』の
必要に対する矛盾・衝突」を「再び惹起」させることになる。すなわち，「中核をなすソキエタス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ベルゼ　ンリツヒ社員即ち機能的支配者団の無限責任が，即ち彼らのr支配』の私的・人　的基礎であるところの
無限責任が，いまやr結合』の進行に対する阻止的エレメントとして立ち現われる」。いい換えれ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フエルメ－ゲンば，取引関係の拡大によるソキエタス社員の無限責任負担の増大が，彼らの「資　力」の限界を超
えることになる。この矛盾の克服が無限責任の廃止＝全社員の有限責任制導入であるが，そのため
の条件も整えられている。ひとつは，会社企業の規模がそこまで拡大していれば，「その信用統一
体〔ditta〕としての基礎がそれ自体として確立し，従ってソキエタス社員の無限責任による私的・
人的な保証をさまで必要とせざるに至る」ということである。またひとつは，規模の拡大は，「会
社機関」とくに「取締役会」を生み出し，rr企業職能』がソキエタス社員の私的個人性〔Persδn－
lichkeit〕をはなれて会社機関の中に固定され客観化され」ていき，ソキエタス社員が「無限責任
を支柱」として「人的支配形態をとる」必要はなくなるということである。このようにして「全社
員の有限責任制がその姿容を整」えることは，ソキエタス社員の「物的支配的形態の機構が確立す
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る」ことを意味し，会社企業は「法人となり，先駆会社より株式会社への移行が完成せられる」
（同，139－141頁）。
　以上の大塚の論旨と重なり合いながら，植竹晃久r企業形態論一資本集中組織の研究一』（中
央経済社，1984年）も，企業形態（本書では「企業組織形態」）の歴史的展開に関して「資本集中
の観点からして低次の形態から高次の形態へと移行・転化していく上での論理的必然性」，「つまり，
個人企業形態から出立して………最高次の組織形態である株式会社形態へと結実していく論理的プ
ロセス（形態転化の論理）の考察が不可欠」（同，5頁）とする。そして，その「論理的プロセス」
とはほぼつぎのようである。出発点としての個人企業は，競争と信用に促されて，「個人の資力の
限界をこえて資本規模の拡大を達成」（同，15頁）せざるをえず，これは「諸個人の資本の結合」
（同，24頁）たる合名会社を生み出し，さらにそのもとで出資者数が増すと，資本集中の必要と資
本の運営に対する「統一的な意思形成」ないし「統一的な支配」の必要との矛盾（同，15，24，59
頁）が生じ，これを克服しいっそうの資本集中を達成するために，資本の運用権能を保持する無限
責任の出資者の結合に，この権能を放棄した無機能的なしかし有限責任の出資者を加えた合資会社
が生まれる（同）。しかし，こうした無機能的出資の増大は「企業の核をなしている無限責任的出
資者の危険負担（同，40頁）を増大させ，これによって生じる合資会社形態の資本集中の限界を克
服するものとして，全出資者を有限責任とする株式会社形態の展開となる（同，40－41頁）。「株式
会社形態にあっては，………無限の責任負担をもって現実資本の運営にあたっていた出資者は消失
せしめられている状況にあり」（同，42頁），「この間隙を埋めるものがいわゆる会社機関の存在であ
り」，機関（取締役会）のメンバーは「かならずしも出資者である必要さえなくなっている」（同）。
また「こうした機関が会社を代表するものとして位置づけられることの結果として，会社自体が一
つの人格＝法的人格（法人）を付与されるに至る」（同，25頁）。
　この最後の点は，現代の大規模株式会社における資本の所有者を，「会社自体」に求める考え方
に通じるが，この「会社自体」論はもとより，資本概念を所有に関わらせる議論をいっさい排して，
資本家活動を中軸に据えた独自の経済学原理論を展開し，その中で株式会社をも把えようとする松
尾秀雄r所有と経営の経済理論』（名古屋大学出版会，1982、年）も，やはり，合名会社一合資会社
一有限会社一株式会社という「論理的発展の経路」を辿っている。そこでの「行動論アプローチの
方法」による合名会社から合資会社への推転の論理は，合名会社という各人が経営主体である「資
本家共同体」のなかで「当然に経営主体のあいだにも序列が形成され」，下位の経営主体が資本家
共同体としての活動を担い切れなくなり，そこから脱退するといったように，「経営主体としての
活動を放棄する，あるいは放棄せざるをえない主体が分化・発生してくる」と，放棄した主体が無
限責任に耐ええず，有限責任社員になるというものである。こうした有限責任社員の発生一合資
会社の成立によって有限責任であれば「自由な利潤蓄積部分としての遊休資金の有利な運用先とし
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て出資しようという資本家が発生する」。ついで，事業規模の拡大が経営主体の無限責任負担を増
大させ，あるいは，「創業者としての経営主体」と交代して「上級労働者」が経営主体の地位につく
と有限責任が一般化し，有限会社となる。そして，有限会社の「出資持分の回収における煩墳性，
困難性」という「出資者の資本家としての行動の自由を拘束する制約条件の限界を克服するものと
して分化・発生してくるのが株式会社という資本家共同体としての結合様式なのである」（同，230
－231頁）。
　さて，以上のような，企業形態の歴史的展開の「論理化」は相互に異なった内容をもつにしても，
看過しえない共通の難点を抱えている。まず，企業形態はそこで考えられているように個人企業一
合名会社一合資会社一株式会社と漸次高度化していくとはいえないということがある。企業形態の
歴史的展開についての研究の示すところでは，合資会社タイプのコンメンダと合名会社タイプのソ
キエタスは並存していたし，イギリスにおける重商主義段階の株式会社の生成は合名会社タイプの
パートナーシップからの発展であった。ごく一般的に個人企業形態から株式会社形態に進むにつれ
て，より多く貨幣資本を調達しうるということはいえるにしても，個人企業から株式会社に，また
パートナーシップから株式会社に移行することは十分考えられるし，自由主義段階から帝国主義段
階にかけてのイギリスがその多くの事例を提供していた。
　第2の難点は，「論理化」そのものに関わることだが，前述の諸企業形態の成立の実態にも反映
されているように，合名会社（パートナーシップ）が個人企業を，合資会社が合名会社を，そして
株式会社が合資会社をそれぞれ「論理的」に前提するということが，そもそもいえないのではない
か，ということである。もちろん，たとえばまず資本家的企業として個人企業が広く生成しその中
からパートナーシップ（あるいはソキエタスと呼んでもよいが）生成するということが自然な歴史
的事実と考えられるであろうが，個人企業を論理的に前提しなければパートナーシップはありえな
いとはいえない。同様に株式会社生成の論理的前提が合資会社であるともいえず，かえってそうし
た論理化は株式会社の特質やその資本主義における意義を一面的に把えさせることになりかねない。
この点をやや敷えんしてみよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〉　論理的展開によれば，合資会社から株式会社（松尾では有限会社）への推転の「論理」は，前者
の有限責任出資者数の拡大一資本規模の拡大一取引規模の拡大一無限責任出資者の債務責任負担の
限界ということであった。これ自体は，一つの筋道として考えられないことではない。しかし，こ
のように「論理化」することは，株式会社を合資会社や合名会社と区別する基本的特質が全社員の
有限責任にあるとすることであり，株式会社形態の別の重要な特質である持分＝株式の自由譲渡制
の意義を見失わせることになる。実際に，共同出資企業の出資者全員の有限責任制が法認されるあ
るいは事実として一般化するにいたる事情も一様ではない。大塚によれば，1602年のオランダ東印
度会社の特許状や1662年のイギリスの「破産者に関する布告の条例」が全社員有限責任制成立の
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「論理」を具体的に示したものであった。しかしイギリス東インド会社の場合は全社員の無限責任
から有限責任への転換であった（注（3）参照）。また，より一般的に法的な制度として有限責任制が
認められるようになる事情は，たとえばイギリスの1855年法や1856年法の制定過程をみると多くの
要素をもっていた。そのなかには，広汎に形成される投資家層に安全な投資口を提供する必要，パ
ートナーシップないし無限責任法人のなかのいわゆる無機能的パートナー（sleeping　members）
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）の増大といったものも含まれていた。そして，大きく括っていえば，有限責任制の一般的導入は，
社会的に形成される遊休資金を株式会社形態によって資本に転化させる前提条件であった。が，こ
うした意味での資本の蓄積のもうtつの前提条件は出資持分の自由譲渡であり，現実には有限責任
制の導入前にもそれは行われていた。そして，持分の自由譲渡＝会社の内部で価値増殖の運動を続
ける現実資本をそのまま維持しつつ持分を貨幣形態で自由に回収すること＝投下資本の流動化こそ，
株式会社形態のもっとも基本的な特質であり，社会的資金の資本への広汎な転化のもっとも重要な
前提条件であった。右限責任制導入の具体的契機は多様であっても，持分＝株式が自由に資金所有
者間に流通するには結局は有限責任制が要請されねばならず，「論理的」には，有限責任制は株式
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3〉の自由譲渡制を完成させる基礎条件であったといえよう。企業形態の展開の「論理化」はこの点を
見失わせることになるのである。
　企業形態の「論理的」展開の第3の難点は，合名会社から合資会社への推転においr，（，無機能的
出資の糾合ないし無機能的出資（主体）への脱落の必要1生を説き，有限責任を無機能化の代償とし
ていることにある。無機能的とはもちろん出資者自らが経営活動を行わないある靴1、は経営に関与し
ないという意味に用いられているが，自ら関与しないということと関心をもたないということは当
麹であ・・’経営に湊関与・ない社員は「綱蜘・会輝に繰であるとはいえ輪無
機能的という概念はさしあたり「所右と経営の分離」であるとしても，当然に「所有と支配の分
離」を含むとすべきではないであろう。しかし，そこでは，無機能イヒは完全に一面的に「所有と支
kX　　　　　　　　　　　　・　°c・「　’　・⇒　　：1．　　　　　　・　　　　　三　　　’　　　　　　　二
配の分離」まゴ意味する4．うに用いられている。こうした「無機能化」の代償ζして有限責任制を
導入することになれば，有限責任制の意義を誤って理解させることにもなる。右限責任制の一般的
導入繊桧社の全韻を・とごとく「蛾育旨化」させるわけもなく・搬責任制・妙獣株主に
垣会社支晒九も鵬しなゆだカミ・右願酬は駐の資本働への関わりの消極化と接合
されてしばしば「会社自体」論に導かれるからである。
i．魎・・緬訓譲渡制は・・ら謙式限・声に照を肩代りミせて・売り手は自らの出
縦酬形鯨引揚げうること遮味するから・これを前提とする株式取儲一株主カミ融る配当
取得者ないし有利な株価を期待する広い意味で投機的な投資家として「無機能」的である半面をも
らことは明らかである。この面を抽象的に徹底させれば，株主はマルク1やヒルファーディングの
いう貨幣資本家，貸付資本家あるいは利子生み資本の所有者として一面化される。しかし，株主は
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決して「単なる貨幣資本家」や「貸付資本家」になり切るものではない。いうまでもなく株式は株
式会社の内部で運動している現実資本の持分であり，利潤や現実資本の具体的姿である資産（純資
産）の持分であると同時に株主総会における議決権という現実資本の運動に対する指揮権ないし支
配権の可除部分である。株式は証券化され，自由譲渡によって現実資本の持分＝可除部分でありな
がら，現実資本額とは離れた価格をもち，それはひとまず株式所有によってもたらされる収益の利
子率による資本還元としての価格＝擬制資本価格である。その限りでは，その価格での収益率＝利
回りは利子率に近いものであり，株式の買い手＝新株主は「単なる貨幣資本家」に等しくみえる。
しかし，株式所有による収益一配当は利子そのものではなく，あくまで株主の持分たる利潤の分
与であり，だからこそ現実資本額と離れ，通常これを超える株式価格が形成されるのである。現実
の株式価格の形成ないしその運動は多様な具体的要因により規定されるが，基本的には株式が現実
資本や利潤の持分であると同時に配当請求権でもあること，したがって株主が現実資本や利潤の部
分的所有者でありその運用に対する支配権の部分的所有者でありながら，同時に配当受領者であり
常時貨幣回収可能な証券の所有者であるという双面をもつことにその根拠をもっているといわねば
ならない。「無機能化」と有限責任との交換論は，この株式および株主のきわめて平凡だが根本的
　　　　　　　　　　　　　　　　（6）特質を消し去ってしまうことになるのである。
　つぎに検討するr会社自体」論も一つにはこうした株主の一面化を論拠としている。
注（1）松尾は企業形態の論理展開として合資会社と株式会社との中間に有限会社をおくが，これは適切ではな
　　い。有限会社は，歴史的にすでに株式会社が産業に普及しつつある過程で，有限責任の利点は利用するが，
　　持分が狭い範囲に固定的に保有されている小規模会社を対象として法的に制度化されたものであり，合資
　　会社と株式会社の中間に置かれる根拠はないし，もともと出資者数が限られている有限会社から持分の自
　　由譲渡に移るという史実も論拠もない。なお，有能な上級労働者が経営主体の地位につくということを有
　　限責任への移行の理由としている（同書，231頁）のは奇妙である。彼らはその限りでは出資者ではなく
　　責任の無限，右限とは無関係である。
　（2）荒井政治『イギリス近代企業成立史』（東洋経済新報社，1963年），102－一一110頁；米山高生「イギリス近
　　代株式会社法成立の経済的背景に関する覚書」（「一橋研究』第5巻第2号）；同「英国におけるコーポレ
　　ーシ・ン法の一般的採用一1855年「有限責任法」成立過程に関する一考察一」（『一橋論叢』第86巻第
　　1号）；森恒夫「イギリス産業における株式会社の展開」（明治大学経営学研究所『経営論集』第10巻第3
　　号）30－34頁参照。
　（3）持分の自由譲渡ということになれば，それは全出資者に及ぶであろうから，有限責任も全社員に及ばざ
　　るをえなくなるともいえよう。これに関連して，大隅健一郎『株式会社法変遷論』（有斐閣，1953年）で
　　は，イギリス東インド会社の設立によって株式額面額の固定化とその金額の引下げが進み，「これにより
　　株主の追加出資義務が排除されたわけではないが，実際にはこの追加出資の払込は容易に行われず，会社
　　の理事者もこれを強制する意思と実力をもたない場合が多く，一般人の法意識においては，株式譲渡の頻
　　繁化と相まって，漸次株主有限責任なる観念が形成されつつあったものと考えられる」とし，ついで1662
　　年の「破産者に関する布告の条例」に触れている（同，39頁）。なお北原勇『現代資本主義における所有と
　　決定』（岩波書店，1984年），87－88頁も有限責任制の法的確認が株式譲渡を容易にすると指摘している。
　（4）たとえば，「新たなタイプの出資（者），つまりいわば『金は出しても口は出さない』ようなタイプの出
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　資（者）を糾合」（植竹，前掲書，62頁）という如くである。
（5）森　呆『株式会社制度』（北海道大学図書刊行会，1985年）でも，大塚久雄の企業形態の発展論が，本
　稿とは別の立場から批判されている。そこでは，前期的資本についても，ほんらいの（産業）資本のも．と
　でも，合名会社→合資会社→株式会社という発展の必然的論理も歴史的展開もなかったし，「資本集中の
　観点だけで合名会社と株式会社，前期的株式会社と近代的株式会社を比較するものでは，近代的株式会社
　の規定はまことに貧弱なものにならざるをえない」とされる（同，第2章）。そうした批判は，「結合資本
　の最も単純な規定から発した株式会社が歴史的諸段階を経て産業独占体の企業形態とな」ったのであり，
”株式会社をその完備した姿で把えようという方法を背後にもっている（同，130頁参照）。それは結局は，
　　「会社自体」論となっているので，次節で紹介しよう。　　　　　　　　　　　　L　　　　　「　li；
i　　　　　　　　L’
3．「会社自体」論およびその批判としての
　　「行動論アプローチ」と「資本主体論」
　「会社自体」論ないし「会社それ自体」論は，いうまでもなく，株式会社それ自身があたかも自
然人の如く資本の所有者となっているという主張である。こうした主張が株式会社における所有と
支配についての有力な見解とし’ ﾄ’ｳまざまに展開されてきたのは，これも周知のように，自然人の
大株主の消滅，あるいは個人株主の大幅な後退一法人株主の優位，奥村宏のいう株主の法人化な
いし法人資本主義化について，「経営者支配」論＝「所有なき支配」論さらに脱資本主義論に対抗
して如何に「所有にもとつく支配」を論証しうるかという問題意識によるものであった。そのいく
つかをまず簡単に紹介しておこう。　　　　　一　　　　　“　　　　’
　はじめに，丁会社自体」論を正面からとりあげ，これを主題とした大著，北原勇r現代資本主義
における所有と決定』（岩波書店，1984年）についてみよう。「巨大企業における個人的所有者兼支
配者の存在しない事態を分析するため」に必要な「新たな概念装置」1は，「会社それ自体」である。
「『会社それ自体』が現実資本の直接的所有主体であり，その所有にもとつく支配力をもつ経済主体
であり，それゆえにまた行動主体でもある」。他方，株主は，間接的所有主体であり，「現代の独占
的巨大企業においては，現実資本の所有の，株主による間接的な所有と「会社それ自体」による直
接的所有とへの二重化と内容分割が成熟し」ている（同，18頁）。そじてこれに対応して「現実資
本の所有にもとつく支配力も」「多重化し分割される」。「株主’とr会社それ自体』」，「さらにはr会
社それ自体』の支配力を代行・行使し，かつ一部横奪ずるところの経営者へ」である（同）。現実
資本の所有と支配のこうした構造は，現代巨大企業において「成熟」しているのであり，いわば
「論理」的には「株式会社の制度的特徴」（同，84頁）に発している。　　　　　　　．
　株式会社は株式の自由譲渡制を特徴の一つとしており，これと自由譲渡を容易にする有限責任の
法的承認とは，大規模な資本結合を可能にするが，そればかりでなく，自由譲渡制はその半面で株
主が自らの持分を現実資本（会社資産）から直接引揚げることを許されないことを意味し，そのこ
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とによって，合名会社や合資会社と違って，株式会社が，「無休の継続的自己増殖を要求する資本
の本性」（同，88頁）に適う，「結合資本の永続的運動を最高度に保証するものとなりえた」（同，
91頁）。この株主の出資分の会社資産からの直接的回収不能ということは，株主が現実資本（ここ
では「貨幣（資本）」となっているが）の「直接の所有権を失い，それは会社自体に属するものと
なる」（同，91頁）ことを意味する。つまり自由譲渡の半面は株主所有の間接花ということになる。
株式会社が法人格をもつということは，合名会社や合資会社の場合と異なり，「単なる形式」（同，
97頁）ではなくて，会社自体による現実資本の直接的所有という実質を含んだものとなっている。
このように結合資本を一体として維持し「ただひたすらに価値増殖のために資産を資本として運動
させることに専念する，あるいは専念せざるをえない」「結合資本の所有主体たる株式会社」は「そ
のかぎりでまず，r資本の人格化としての資本家』らしい資本家であるといえよう」（同，101頁）。
　このように，株式会社は一般的に制度的特徴そのものによって現実資本の所有を二重化させてい
るが，これは現実には株式所有の分散の進行一支配的な個人大株主の消滅とともに，つまり現代
巨大企業において「成熟」する。しかし，所有の二重化一「会社それ自体」の資本家化の成熟に
よって，「会社資産＝現実資本にたいするr株主による所有』が全面的に否定されるわけのもので
もない」（同・109頁）。「個々の株式に内在している力は無に近くても無ではない」（同，110頁）。
株式にある「潜在的な力」が「顕在化する」「可能性があること自体が会社の政策をr制約』して
いる」（同）。株式会社は個々人の資本の結集であり（同，115頁），そこでいかに所有が社会的性格
をおびていても，「結集した資本の排他的な共同利益を追求するところの私的な存在でしかない」
（同，117頁）。株式会社の所有は「基本的に私的所有たる性格を脱しえない」（同，115頁）。経営者
は，「自らの意思・判断を形成するものではない」「会社それ自体」の「支配力を代行して行使して
いく」（同，237頁）が，「総体としての株式所有」ないし「株主（一般）」が，会社に「資本家的な
魂＝意思」をもたせることによって・経営者は，「会社資産を増殖させ，その成果’ iら二＄）を株
主に配分する義務を遂行しているかぎりで，その地位にとどまれる」（同，118－119頁），ものとな
る。つまり，経営者は，「私的存在」たる，「会社に結集した結合資本」によってその地位に支配力
行使の「力を与え」（同，190頁）られる存在であって，「専門的経営者によるコントロール」は，
決して「経営者支配」論がいうようなrr所有権そのものの形骸化と所有に本来属していた支配機
能の経営者による掌握』ではない」（同，18，192頁）。
　以上の北原の「会社それ自体」論にかなり接近し，しかし視角をやや変えてさらに徹底したと考
えられるのが，前出の植竹晃久r企業形態論』の主張である。北原が，株式の自由譲渡制とその半
面である出資持分の直接回収不能性から「会社それ自体」論をすすめたとすれば，植竹は，株主の
有限責任制から法人格および会社機関の形成への展開として「会社それ自体」論を主張する。前に
も触れたように，無限責任一機能資本（家），有限責任一無機能資本（家）という二分割論的把握
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にもとついて，全社員が有限責任となった株式会社においては，「出資者相互，あるいは出資者と
債権者との直接的・個人的な結合関係が断ち切られて間接的・物的な結合関係にとって代わられ，
会社債権者にたいする債務の弁済の責任についても，会社自体がその財産をもってこれを負担する
という関係がはじめて明確にあらわれる」。株主とは「明確に区別され」た「会社それ自体」が法
人格をもつ権利義務の「主体」となるのである（同書，42頁）。こうして，一個の人格（法人）と
しての「会社自体」が「『財産』（現実資本）の統一的所有者」（同，120頁）となるが，その場合，
「一個の独立した資本としての統一的な意思の形成」は，機能資本家が消滅したいま，会社機関によ
って担われることになる（同，42頁）。とりわけ株主総会や取締役会といった「『機関』’は個々の出
資者ではなくその総体（＝株主団）の利害を一つの客観的な機構のうちに対象化したものであり，
その意味ではまさに資本のr意思』を代表するものである」（同，106頁）6実際に会社機関（取締
役会）を担う経営者については，「法人自体は意思行為の主体（具体的な経営の担い手）とはなり
えない」から，経営者が「まさに法人の『意思』（資本の価値増殖過程＝資本の蓄積）の担い手＝
行為者として立ち現われる」（同，119頁）。これは，「株式会社自体が所有主体となって，人間は株
式会社のr意思』を媒介するものとして，あるいは株式会社に奉仕する」という「高度に物象的な
転倒形態」k’あり，こうした転倒は，法人資本主義化一「法人自体が株式の所有者（出資者）と
なって現われるとき，一段と完成された姿をとってくる」（同，120頁）。
　「結合資本」という独自の概念をもって「会社自体」論を展開しているのは，森呆r株式会社制
度』（前掲）である。そこでも有限責任制はきわめて重要な意義を与えられている。すなわち，「資
本の物化という意味での会社自体の客観化は，産業資本の発展にともなって程度の差はあれ企業形
態のいかんを問わず，資本一般において進行する。株式会社の全社員有限責任制はその極限の法制
的な表現という意味あいがある」（同書，78頁）。また・「有限責任制の性格は，隼産・取引の主体で
ある会社（法人）と出資者との権利・責任関係を第一義とする概念として確立する」（同上，128－
129頁）ともいわれる。出資者の責任が出資額に限られる（有限）ということは，同時に出資者と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
会社債権者との直接的関係が失われて，出資者の会社に対する出資義務や配当請求権といったよう
に，会社を一個の人格として確立させる一株式会社において資本の物化，会社自体の客観化が
「極限」にまで進むことを意味するというのがここでの含意であろう。こうした把握は，前述の大
塚や植竹のそれと通じるものがあると考えられる。　　　、．　　　　．、　　A・　・
　一方，本書によれば，株式会社とは，．「資本の結合をr会社の』形態でおこなう唯一のもの」（同，
85頁）であり，「株式会社に最も一般的な経済的な性格は…・…・・結合資本の会社形態」（同，95頁）
である。合名会社，合資会社，株式会社は資本の集中形態として一括できるものではない。株式会
社は「個人企業が集まって合名会社になり，さらにそこに資本が付着して合資会社にな」るといっ
たようなものではなく，そこでの「資本の結合は，個別資本を貨幣片に徹底的に細分化したうえで
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おこなわれる」（同，95頁）。結合資本は，「直接に結合した諸個人の資本」，「社会化資本」であり，
広汎に存在する　「結合せざる諸個人」と共存し，「またその結合の内部にも諸個人の多様な意思と
運動を包含している」（同，155頁）。この最後の点については「株式会社自身の内部に支配を競う
多数の個別資本を擁し」（同，97頁），ともいわれる。
　こうした「結合資本」概念と有限責任制との関係は本書では直接に明示されているわけではない
が，以上をひとまず括っていえば独占段階の「高度化した」株式会社が，小額・等額の，有限責任
制と自由譲渡制をあわせてもつ株式を大量に発行することによって，社会の諸個人の諸「個別資
本」を糾合し結合して現実資本とし，自ら法人＝人格＝「会社自体」として現実資本の所有者とな
る。出資者＝株主の保有する株式一「株式証券は明確に所有証券となって所有量を基準とする現
実資本への支配権を保証し，他方では擬制資本として資本市場と貨幣市場を結ぶ社会機構の中で現
実資本から独立した運動を展開する」（同，128頁）ということになろう。「現実資本から独立した
運動」とはもちろん擬制資本としての運動である。ここでの結合資本，現実資本，その所有者，「会
社自体」そして資本家の相互関係は，「結合資本である現実資本」（同，177頁），「資本の人格化が
資本家である以上，結合資本を人格化した結合資本家は，個々の自然人ではない『会社自体』（法
人）とならざるをえない，したがって結合資本家としての『会社自体』が，さしあたり現実資本の
所有者として現われる」（同上，155－156頁。傍点一引用者）といったように組立てられている。
　とはいえ，「さしあたり」というように，北原や植竹と同様に，あるいはそれ以上に，出資者＝
株主との関係で，「会社自体」は相対化されている。「会社自体を結合資本家（＝「会社（現実資本）
の所有者」一筆者）としてとらえる限り，ここでは機能資本家と所有（貨幣）資本家の区別や分
離を，問題にする必要もなくなるようにみえる」が，「これは，あくまで人間社会におげるひとつ
の擬制なのである」（同上，159頁）。「法人」は「一一itの法的擬制」であり，「法人」が「結合資本
家として」の「人格によって機能し所有する」といっても，「実はその背後に人間＝所有者集団が
実在していて，物である会社自体が人格となることを可能にしていたのである。そしてその所有者
集団の拡大（出資者数の増大）とともに会社自体の客観性が強められてきたのであった」（同，159
－160頁）。「結合資本家とは，『会社自体』だともいえるし出資者集団だということのほうが，本質
的な表現である」（同，160頁）。こうして，ここでは，さきに「会社自体」として出資者とは区別
された「結合資本家」は，「結合資本家（出資者集団）」（同，164頁）となる。「出資者たちは，……
いわば現実資本にたいするr共有』の関係にたっている」（同，161頁）。「共有」とは，個々の出資
者が個別資本家として現実資本を直接的に共同所有するというのではなく，個別資本家としてあり
ながら，自らの出資の結合である現実資本にたいしては個々に私的に振舞うことができず，「客観
的に全体として現実資本の構城を担」い，かつ「私的所有者」としては，「擬制資本の運動の局面
で」「ふるまう」（同，160頁）という含意である。「会社自体による現実資本の所有は，結合資本＝
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共有関係が私的所有の原理の中に包摂されるための擬制だといわなければならない」（同，161頁）。
こめ会社自体は，「おびただしい数の個人資本家と並んで私的所有に枠づけられた競争場裡で行動
する」（同，165頁）。いわんとするところをより直載に表現することは難しいが，独占段階にあっ
ても資本主義社会は無数の個別資本家により私的に所有された個別資本を基盤としており，「結合
せざる幾百万の個別資本の運動の中に」あって，私的に所有された個別資本が，私的に所有された
ままで，しかし一個の結合資本＝個別資本として，それ自身「結合せざる」個別資本と並んで，競
争しつつ運動するためには，「会社自体」＝法人が一つの人格として自立した資本家（結合資本家）
という「擬制」がなければならなかった。それが株式会社だ，ということになろうか。もっと端的
にいえば，出資者＝個別資本家は株式＝擬制資本の私的所有者としてあり，その私的に所有されて
いる個別資本の結合体は，「会社自体」により「社会的」に所有されているが，いわば「結合せざ
る」個別資本の海の中での個別資本の結合として「広範な私有の基底のうえにのみなりたっている」
（同，177頁）が故に，「会社自体」は「私的所有者として，個別資本の運動の担い手として現われ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）ざるをえない」（同，165頁）というわけである。
　こうした株式会社の私的性格の強調は，いうまでもなく，「経営者支配」論やその発展としての
「脱資本主義」論への批判でもある。「自分で意志をもたない法人が自ら支配したり所有したりする
わけにはゆかない」（同，182頁）。したがって，「経営者の最も基本的な規定は，会社自体すなわち
共有資本の運動の担い手」である。「株式会社においては大株主の会社支配さえ，大株主個人の私
的所有の行使だけでなく結合資本全体の運動が彼に委ねられている」（同，184頁）。ただ「大株主の
『権利の濫用』」もある。「専門経営者が要請され，その権限が強化されてきた」のは，そうした事
態への対応であり，したがって「経営者こそ企業自身の利潤の純正の追求者，G－W－G’運動の
担い手だといわねばならない」。「株主経営者に期待するのもまさにその点であり」，経営者がその
期待に応えられなければ，「彼は当然株主総会で猷首されるはずである」（同，186－187頁）。かか
るものとして，「経営者もまた資本家そのものであ」り，「個人企業の所有者・支配者とともに，社
会全体の資本家階級を構成し」，「しかも大株式会社の経営者は独占資本家として，資本家階級全体
の構造を支配している」（同，188頁）。そうした把握からすれば，「経営者支配」論から「脱資本主
義」論を唱えるなどは，所有と経営のrr分離』論のうちでも最も幼稚なもので」（同，174頁）あ
（2）
る。
　以上の三者三様の「会社自体」論＝「所有にもとつく支配」論に対して，奥村宏は，法人による
株式所有の増大，とくに日本における巨大株式会社の株式相互所有＝企業集団に着目して，「法人
　　　　　　　　　　　　　　　（8）所有に基づいた経営者による支配」すなわち，A社の経営者がA社によるB社株式の所有にもとつ
いて，B社を支配し，同時に，そのB社の経営者もB社がA社の株式を所有することにもとついて，
A社を支配するといった，法人間の株式相互持合いにもとついた経営者の「相互支配」を主張した。
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「ここで重要なことはA社の経営者はA社を代表することによってB社を支配しているのであって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）A社を支配しているからB社を支配しているのではないということである」。端的にいえば，Aと
　　　　　　　　　（6）いう「会社それ自体」がBという「会社それ自体」の支配的な株式を所有していれば，Aを代表す
る経営者はBを支配することになるというものである。また経営者は「人格的にそれ（「会社それ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）自体」一筆者）を表現している」ともいう。
　こうして，奥村の場合は，「会社自体」がその会社の資本を所有するというのではない。むしろ，
それは，北原らの所論について行われているように，批判の対象であり，rr会社それ自体』という
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）概念があたかも魔法の杖のようにひとり歩きしている」と指摘している。奥村はまた自説に拠って
「経営者支配論」＝「所有なき支配」論も批判する。簡単にいえば会社支配の根拠は株式所有以外
にありえないというのである。しかし，この法人の株式相互持合い一会社代表者たる経営者の
「相互支配」という主張は，結局「経営者支配」論に落着きそうである。さきに紹介した北原，植
竹，森呆の「会社自体」は，その会社の資本の所有者であり，経営者は，「会社それ自体」の「支
配力を代行して行使」する者（北原，本文8頁），「法人のr意思』（………）の担い手」（植竹，本
文9頁）また「会社自体すなわち共有資本の運動の担い手」（森呆，本文11頁）であった。他方，
奥村によれば，経営者は「会社自体」の代表であるが，「法人としての会社には意思能力はなく，
　　　　　　　　　　　　　　　（8）あくまで意思決定をするのは自然人」一経営者であり，ただ，その他会社への支配力行使＝意思
決定の根拠が当該会社株式に対する自社の支配的所有にある。したがって「相互支配」とは経営者
がそれぞれ相互に意思決定し合う関係となる一いわば‘相互的経営者支配’論であり，そして，
　　　　　　　　　　　（D）「相互支配」は「相互信認」につながると主張されるから，経営者はそれぞれお互に自社を支配す
　　　　　　　　　　　ることになるのである。
　この点で奥村の「会社自体」論は，自らの資本の所有主体としての「会社自体」論（当然ここに
も問題はあるが一後述）とは決定的に異なるが，不明確なところも残っている。奥村は，経営者
は株主を代表しているわけではなく，会社を代表しているといいつつ，「その資本としての機能を
　　　　　　aD代行している」ともいう。ここでは，会社が「資本としての機能」をもつことの論拠は示されてい
　　ゆないが，経営者がその「代行」とすれば，相互支配の如何にかかわらず，経営者はいわば「資本の
『人格化』」となり，「経営者支配」論ではなくなる。ただし，資本の所有者としての「会社自体」
は否定されているから，たんに会社＝資本ということになり，後述の有井らの資本所有には根拠を
求めない‘資本主体’論に近くなる。
　「会社自体」論に対しては，さまざまな批判が寄せられているが，ここでは，同じくマルクス経
済学に依拠する立場からの，しかしまったく逆の立論を展開する二つの批判的見解をとりあげてみ
よう。松尾秀雄，r前掲書』および有井行夫「現代資本家論とマルクスの人格・所有理論」（上）（下）
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（r金融経済』187号，1981年4月；188号，1981年6月）である。
　松尾は，「行動論アプローチ」によって，「所有と経営の経済理論」を展開しているが，そのユニ
ークな立論の出発点は，資本家的活動＝安く買って高く売るという活動におかれる。この発想の根
　　　　　　　　　　　わざはじめ拠はマルクスの「太初に業ありき」である。松尾によれば，経済学原理論の方法は「交換主体と経
営主体のビヘイヴィア論」でなければならず，そうした主体の継続的，排他的，意識的かつ自覚的
行為が観念たとえば「活動対象としての客体に対して『オレのモノ』という」所有観念を生むので
あり，その逆ではない（同書，3－5頁）。本書の別の箇所では，「商品の売買による売買差額の追求
という特定化された活動であれば，資本家という特定化された主体と資本という特定化された客体
と・しての概念上の措定が可能になる」（同，163頁）といい，また「資本家の活動そのものが資本家
の活動対象を資本たらしめている」（173頁）ともいう。したがって，いわば始原は行為，この場合
は資本家的活動・（それも売買差額の追求）であって，資本家は資本家的活動の主体であり，「資本
の所有者」ではない。ここでは‘太初に所有者ありぎでもないし，‘太初に資本ありき’でもない。
資本家は経営主体あるいは「企業者」（同，223頁）とも呼ばれ，現代企業についていえば，専門経
営者が真正の「資本家」ということになろう。そうした意味では，本書は徹底した「経営者支配」
論ともいえるのだが，この経営者は，はじめから「資本家的活動の主体」とし、て，その活動のW－
G一WからG－W－G’への展開によって措定される点で，中立的テクノクラシー的ないし「脱資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　主義」的「経営者支配」論ではない。　　「．　　　　1
　松尾のこの基本的考え方からすれば，「会社自体」論一支配の根拠を「会社自体」による現実
資本の所有に求める考え方は「所有にもとつく資本概念」への「こだわり」s（同，・53頁）にすぎず，
まったく転倒した論理である。松尾は，マルクスにも宇野弘蔵にもある利潤の利子と企業者利得へ
の分割論を批判し，マルクスについては，たとえば「自分で資本家として活動してもいる資本所有
者」が，利潤のうちの「なにがしかを利子として計⊥し，・所有者としての自分に与え，利子を控除
した残余を企業者利得として管理人としての自分に与えるようなことは無意味であるし，またおこ
なわれようもない。けれどもマルクスは，（株式会社において一筆者）その利潤は利子として与
えられると，わけのわからない概念規定をおこなっている」（同，83－84頁）という。宇野弘蔵に
ついては，利潤を生む資本と資本として運用されれば利潤を生む能力をもつ資金（貸付けられれば
その能力＝使用価値の対価として利子が与えられる）・とを区別した点を「マルクスのr利子生み資
本』概念の理論的欠陥」の「克服」として評価する（同，102－103頁）。しかし宇野の議論のなか
にある「資本の所有ないし価値物の所有という契機による増殖の捉え方の論理と，資本家という具
体的な主体を考えた場合の活動の契機による増殖の捉え方の論理」は「噛み合わ」ず，結局は，
rrそれ自身に利子を生むものとしての資本』が終極規定として生きて」おり，「所有の契機だけで
資本家概念が総括されている」と批判する（同，120，144頁）。株主を「たんなる貨幣資本家」あ
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るいは「利子生み資本の所有者」としてしまうことについての批判は，その限りでは正当であろう。
　こうして松尾は，「所有論的」な「会社それ自体」論を批判する。たとえば北原に対しては，「会
社それ自体」による所有の対象は何かといえば，「会社それ自体」になってしまう，主体が同じ主
体を客体としていることになるから，「『会社それ自体』という概念は，なんと．も奇妙な，『新しい
概念装置』といわざるをえない」という（同，31頁）。また，経営者の「代行」ということに触れ
て「そもそも支配力を有するはずの主体としてのr会社それ自体』がみずからの支配力を自分自身
で行使できないという北原の理論設定自身が無理であった」と指摘する（同，r32頁）。こうした批
判は植竹や森呆にも通じる正当なものといえよう。植竹も「会社自体」が会社資産（現実資本）の
統一的所有者だとしつつ，経営者が法人＝「会社自体」の「意思」の担い手であるという一方で，
「自立化した会社資本」のr意思』を執行し」というなど，「会社自体」＝「自立化した会社資本」
が「会社資本」を所有するようになっている（植竹，前掲書，119，120頁）。また，森呆もさきに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ引用したように，会社自体が「会社を所有し支配する」といっている。もっとも，森呆の場合は，
「会社自体」の現実資本所有を「さしあたり」といい，「会社自体」を一つの「擬制」とし，法人
は「自分で意志をもたない」とするなど，「会社自体」論の主張についてより慎重である。
　ところで，松尾は，「所有論的アプローチ」批判するだけではなく，「資本主体」論ないし　‘資本
先行’論的アプローチについても批判する。たとえば，マルクスの資本家＝「資本の『入格化』」
は「古色蒼然としたマルクス経済学の根本命題」（同，158頁）といい，こうした規定は，「主体を
客体の方から人格化によって，導いて」おり，「客体の人格化，すなわち客体の主体化という不思
議なr論理』」（同，152頁）だという。「行動論アプローチ」からすれば当然の批判であるが，その
「資本のr人格化』」をキー・ワードとする有井もまた，‘太初に資本ありぎという立場からすれば
当然に「所有論的アプローチ」の全面的批判を展開している。
　有井の議論は，完全にマルクスの諸説に依拠し，これを独自に解読して展開される。有井は，マ
ルクスの株式会社についての所説を全面的に肯定する。マルクスが株式会社を「資本主義的生産様
式そのものの限界のなかでの，私的所有としての資本の廃止」といい，「上は支配人から下は日雇
い人に至るまで現実に生産に従事するすべての個人にたいして生産手段が他人の所有として対立す
る」といい，また「資本主義的生産の最高の発展の結果こそは，資本が生産者たちの所有に，……
結合された生産者である彼らの所有としての，直接的社会有としての所有に，再転化するための必
　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ然的な通過点なのである」といったことは，しばしばマルクスの時代的制約として否定ないし懐疑
をもって無視されてきた。これに対し有井は，これらをむしろ「マルクスの資本と所有の理論の必
然的帰結」（前掲稿（上），67頁）であるとし，ここに描かれたものが「経営者支配」の内容であり，
したがってそれは，「必然」であるし，必然と認めることは「決して資本主義を美化しているので
はなくて，この内容がこの形態を批判している」（同（下），63－64頁）のだと主張する。有井の方
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法は，出発点を「私的所有も私的所有者も前提しない資本そのもの，生産関係としての資本をあら
わす事実，すなわち生きた労働とこれを実現する客観的労働諸条件との対立」（同（下），70頁）に
おき，「資本の『人格化』」規定の展開によって「株式会社というr資本の人格化』形態の必然的帰
結であるr所有と機能の分離』」（同（上），63頁）に到達するというものである。有井の叙述はきわ
めて難解（少くとも私には）であり簡略に論理を追うことは困難だが，以下に試みてみよう。
　まず「資本の人格化」について，有井は，マルクスのr要綱』やr資本論』のこれに関するいく
つかの叙述を引用し，「資本家の根本規定は『資本の人格化』である」（同（上），76頁）という。こ
こでの資本はさきの引用のように「私的所有も私的所有者も前提しない資本………」であり，「事
実関係として」（同（下），68頁）の生産関係である。この「資本主義的生産諸関係の最も表面的な
生産関係としての商品流通は，私的所有者一般の人格，所有，意思行為を措定し，規定的生産関係
である資本そのものは，蓄積過程において資本家的所有を措定した」（同）。商品流通に関しては，
rMenschもPersonも，またBesitzもEigentttmerも概念的には前提しない商品交換そのも
の（「物質代謝の連関」（同（上），81頁）一筆者）（この生産関係の形態的契機）から出発する」
（同）。．無前提に商品がまずあって「商品所持者Warenbesitzer（Nicht－Eigentttmer！一有井）
をさが」し，彼ら「商人の番人たちは自分たちの意思をこれらの物にやどす人格Person（nicht
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロのMensch！）としてたがいに振舞わsich　verhaltenなければならない」というわけである。「事実と
しての」商品交換関係から商品所持者がさがされ，商品交換契約という形態での「法的関係または
意思関係」をもって商品所有者という「人格」が措定される。商品所有者はいわば商品という社会
関係の「人格化」である。「ここでは人格も所有も，平等な商品所有者一般（これは自己労働によ
る所有を推論させるものである）と規定されていることが重要である」（同（上），83頁）。
　「『貨幣の資本への転化』に進む」と「労働力のみの自由な所持者と，生産手段と生活手段の所持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　者，（貨幣所持者）とが」（同）「市場で出合って互いに対等な商品所持者として関係を結ぶ」。生産
過程および剰余価値の分析を経て，「資本の蓄積という過程の不断の流れとその社会的広がりの中
で」，「労働力商品の所持者は常に資本家階級に相対する労働者として，貨幣所持者は常に労働者階
級に相対する資本家として措定される」（同（上），84頁）。ここでは自己の労働にもとつく所有から
他人の労働一不払い労働またはその生産物を取得する権利への「商品生産の所有法則の資本主義
的領有（取得）法則への転回」が生じている（同（上），84－85頁参照）。不払労働の取得一剰余
価値取得の権利は「資本家的所有の本質規定である」（同（上），85－86頁）。「資本主義的所有の一
般的規定」は「生きた労働力とこの実現諸条件の対立が措定する人格と所有」だが，「これが資本
の蓄積過程では剰余価値取得権である資本家的所有として現象」（同（上），91頁）するというので
ある。ここでの資本家は「剰余価値の所有者」であり，剰余価値の収入と資本への分割は「資本家
の意思行為Willensaktであ」り，「資本の人格化」として資本家は「社会機構」的に蓄積のため
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の「ひとつの動輪でしかない」。競争がこれを強制する（同（上），87頁）。「資本家は資本の法的契
機（蓄積を媒介する『意思行為』の主体たる『人格』）」ともいわれる（同）。「意思行為」とは資
本家が資本を能動的に運用する「意思」ではなく，「剰余価値を剰余資本に転化させるための機械
として」の「意思」であり，資本家は生産された剰余価値が彼を介して資本に転化される「通過
点」にすぎないものとされている（同）。
　ところで，資本主義的「生産の目的は使用価値あるいは社会的物質代謝そのものでなく，悪無限
的価値増殖である」（同（下），60頁）が，同時にその過程は社会的生産の拡大過程であると考えら
れる。そして，「社会的生産としての資本の自己実現にともなって，資本の現実の蓄積過程から資
本家は排斥されていく」。「さしあたりその様式は」「貨幣資本家と機能資本家とへの資本家の分裂」
および「所有と機能の分離」である（同（上），88頁）。前者については，産業資本が利子生み資本
という「生産関係」を「派生」させ，それは「独自の入格と所有」つまり「貨幣資本家と機能資本
家」を「擬する」（同）．酷蘇家は利子を受取る「資本の勒る所有許であるが，その「資
本」とは，「利潤を生むという使用価値をもつ」商品としての資本であり，それは機能資本家に貸
付けられることによ・て瀦に「他人の労動を取得する要求権を与え㌶この限りでは機能資本
家は「齢労鵬に対立する他人の所有としての資本を代表している」．勧 ｱうして，生産過程に直
接関わりをもたない貨幣資本家は，「素材的富」が「賃労働としての労働に対立するということ」
を働∫打資本所有そのも品一耕のいう「慾蟻的所有」であり，機能資本家は，や
はり有井のいう蓄積過程において労働者に対立する資本家的所有となる。資本主義的所有者でもあ
り資本家的所有でもあった産業資本家という「人格」＝所有が分裂したのである（同（下），88－93
頁参照）。
　さらに分裂は進行する。かつて蓄積過程の「資本のr人格化』」＝資本家が担っていた剰余価値
の資本への転化の「意思行為」は，こんどは「機能資本家」が同じく「人格」として担うのだが，
「資本家」としてはそこまでである。「生産過程において資本家的所有が実現されるため」の「労働
力を含む生産諸要素の所有者，資本家レ三よる合目的消費＝現実的消費が必要」（同（上），94頁）だ
が，「機能としてのこの管理労働」は資本家の「人格」において行われるのではなく自然人により
「質料的」に，「意思行為」としてではなく「事実行為」として行われる。したがって，資本家か
ら分離され「特別な種類の賃金労働者」によって行われることが可能である（同（上），94頁参照）。
有井のいう「事実行為」とは，管理労働者の行為が法的には「資本のr入蕗花』」としての資本家
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一ここでは「機能資本家」の「意思行為」として社会的に通用するという含意と考えられる。
　現実の資本蓄積過程からの資本家の排斥の第二の様式は，「所有と機能の分離」一株式会社で
ある。有井においては，資本家＝「資本の人格化」は，人格，所有として意思行為であり，個人資
本家ではこれらが「自然人としての個別性に不可分に結合し」ていた。株式会社ではこのそれぞれ
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が法人格，株主そして業務執行機関の三要素に分離される（同（下），52－53頁参照）。株主は「資
本が廃棄することができない私的所有者そのもの」であり，「当該労働者にたいして会社資本を排
他的r意思の支配領域』に形成するのに不可欠なr他人』である」が，個別株主としては「意思の
支配領域」が株式会社資本（現実資本としての客観的労働条件）とyての「意思の支配領域」と一
致せず，会社資本＝生産体系の人格化は法人格となる。株主は「貨幣資本家のr単なる所有』と同
質」であり，配当もその果実として利子と「同質」である。そして「生産体系を蓄積運動として媒
介する意思行為」ほ業務執行機関のものである（同（下），52－58頁参照）。いわゆる資本主義的所
有は株主に現われ，資本家的所有は法人格・業務執行機関に現われるわけだが，後者のように機能
資本家的社会関係が「制度」化されざるをえないのは，自然人たる株主が分裂して所有し，「単な
る所有」となっているために，「分離された機能資本家的所有をひとつの意思のもとに統一する自
然人的担い手をみいだすことができない」からである（同（下），57頁）。
　とはいえ，法人格（そして業務執行機関）も会社資本＝結合資本の「人格化」である以上蓄積過
程での「動輪」であるはずである。有井がつぎのようにいうのもそのためであろう。「株式会社の
目的は株主に利益配分することではなく，結合資本の自己増殖運動の媒介である。配当は利益では
なく，資本関係そのものの表現たるr単なる所有』の果実，利子すなわち必要悪としてのr資本コ
スト』である。会社意思は………資本によって与えられている。だから本質的には意思決定機関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　1（株主総会一筆者）は不要であって，業務執行機関だけが必然的である」（同（下），60頁。傍点一
筆者）。また「完成し定着した株式会社形態をとる資本は」株主総会の決議，株主間の争いい業務
執行機関の人事には「無関心であ」る。「業務執行機関の担い手は競争に強制されて」資本の「資
本概念にもとついた合理的運動」の続行を実現するからである（同（下），58頁）。結局，「資本家
（法人格（業務執行機関）を含めて一一筆者）は資本の支配者ではなく，資本の人格化である」（同
（下），60頁）。
　こうして制度としての業務執行機関に労働者が位置しうるし，このようなものとして「経営者支
配」は「必然」である。ただし「彼の行為は…一…社会的には彼の行為ではなく，当該資本の蓄積
を媒介する株式会社そのものの意思行為である」（同（下），63頁）。「経営者支配」は「資本主義的
生産様式そのものの限界のなかでの，私的所有としての資本の廃止である」。「社会的労働と社会的
生産そのものとしての労働者支配，労働者の自己管理という内容が実現している。しかしこの内容
はあくまで資本主義的敵対形態によって媒介されている」（同（下），66－67頁）。「近代主義的r経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L営者支配論』にたいしてイデオロギー的対応がなされるべきでなく，マルクスのr通過点』論が対
置されるべきである・縫教配の内容に合禦裡会形態の追求が提起されるべきである」（同
（下），70－71頁）。なお，有井は，北原が「会社それ自体」による現実資本の所有を認め，株主に
よる間接的な所有と区別したことを「全く正当な認識」としたが，北原の，生産手段の私的所有が
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資本主義経済の前提という認識がまちがっているという（同（下），67頁）。
注（1）　「この結合資本家たる会社自体は，現実資本の対極にある擬制資本の運動によって資本家としての意思，
　　行動力を与えられ，それによって会社を所有し支配するのである」ともいわれる（同，181頁）。
　（2）もっとも，本書では「経営者が株主総会で戯首されるのは，一般に彼が結合資本の機能を担えないから
　　であって，これを直接の支配（株主）・従属（経営者）の関係と規定するのは適当ではない」ともいう。
　　「株式会社における資本二重化の必然の帰結である」「経営者の指導と株主の個別的利害との不調和」を「克
　　服する強力な指導が」株主により「経営者に期待」されているのである（同，187頁）。しかし，経営者が
　　「結合資本の機能を担」っているかどうかの判断が株主総会でなされるとすると，「直接の」はともかく，
　　根本的には「支配（株主），従属（経営者）の関係と規定」しなければ首尾一貫しないのではないか。
　　　なお，「会社自体」論はより早く鈴木芳徳『信用制度と株式会社』（新評論，1974年）によって主張され
　　ている。同書では，株式会社の資本が，出資老でありながらレントナー化している株主の「複数の私的個
　　人資本」に由来しながら，「これと質的に区別された社会的資本（Gesellschaftskapital）としての規定を
　　与えられる」（同書，118頁）とされる。会社資本はこうした規定を受け取って「自立化」し，それによっ
　　て「会社財産の人格化が生じ『会社それ自体』………といった観念が生ずる」（同，125頁）。この「会社資
　　本それ自体が所有主体となる」（同，126頁）。このように，鈴木の「会社自体」論は，うえの三者の議論よ
　　りもヨリ原理論的であり，「所有と機能の分離」もそれだけより画然としたものになっている。その点で
　　は後述の有井の議論に通じる面もなくはないが，「会社自体」の「所有」を主張している点で異なる。
　（3）奥村宏『法人資本主義』，御茶の水書房，1984年，48頁。
　（4）同『日本の株式会社』，東洋経済新報社，1983年，77頁。
　（5）前掲『法人資本主義』，34頁。
　（6）同上。
　（7）同上，45頁。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　（8）前掲『日本の株式会社』，76頁。
　（9）同，78頁；前掲「法人資本主義』，152頁。
　⑩　　「相互支配」をつきつめていけば，‘誰も支配できない’ということにもなり，あるいは，、，そのネット
　　ワークにある企業集団全体を，関係する経営者が‘共同支配’しているということになりそうである。こ
　　れに関し，北原は，「『相互支配』という概念の奇妙さ」を指摘し，「相互支配」から「相互信認」に進む
　　のではなく，「ゆるい制約関係」として，「支配ではなく支配力」（相互の報復能力）が「相互信認」の基
　　礎だと主張している（北原，前掲書，439頁）。北原の主張は，実態からするとより適切と思われる。
　（ID前掲『法人資本主義』，155頁。
　⑫　植田真弘「現代巨大企業における『専門経営者』の形思決定」（明治大学「経営論集』34巻2号，1986
　　年2月）は，この点について奥村の所説は「資本主義経済の運動の中心に位置する資本の定義づけを欠」
　　き・「法人が致富欲を持っている事」が「論証」されていないと批判している（同稿，83－84頁）。
　⑬　松尾は，西山忠範の所論に触れて，北原と西山はともに「資本の所有にもとつく資本の支配」という資
　　本主義の本質規定にたって両極分解したといい，「資本主義の成立の本質規定」に「重大な問題点が隠さ
　　れている」と示唆している（同書，40頁）。
　⑭　別の箇所で，「会社自体」は結合資本の人格化すなわち結合資本家であり，これが現実資本の所有者と
　　して現われるという（森呆，前掲書，155－156頁）。
　⑮　K・　Marx・Das　Kapital・Dietz　Varlag，　Berlin，1962（以下K．と略記），1，S．452－453，大内・細川
　　監訳，大月書店，第25巻第1分冊，557頁。
　⑭　K・1・S・99・訳および挿入は有井（前掲稿（上）80頁）のまま。
　⑳　K・1，S・182，訳，第23巻第1分冊，220頁。
　⑱　K・1，S・621，訳・第23誉第2分冊，776頁Q
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⑲　K．皿，S．388，訳，第25巻第1分冊，388頁。
⑳　K．皿，S．368，訳，同上，445頁。
⑲　K．皿，S．394，訳，同上，477頁。
⑳　K．皿，S．368，訳，同上，444頁。
⑳　もっともそういう意味の事実行為は，個人企業における被用者たる支配人についてもいうことができ，
　貨幣資本家の登場についで論理的に述べられることでもない。
⑭　この辺りは，植竹の企業形態展開の論理的契機一統一意思の形成と類似している。
㈱　　「株式会社では内部蓄積こそ正常な蓄積形態である」（同（下），61頁）。
4．諸説の批判的検討　　’
　さて，行論においても「会社自体」論については，「会社自体が会社自体を所有する」ことにな
る，あるいは，「会社自体の独り歩き」さらに会社自体が自分の支配力を自分自身で行使できない
という理論設定の無理といった批判が行われていることを紹介した。これらの批判はいずれも正当
なものといえよう。確かに株式会社に限らず合名会社，合資会社，有限会社などに認められている
「法人格」は，会社二法人が一個の自然人のように会社財産を所有し労働者や他の第三者と取引し
権利義務の主体となることを法的に認めたものである。しかし，もちろん法人自体（「会社自体」）
が意思や行為能力をもつわけではないから，会社の諸機関を担う自然人が労働者と労働力の売買契
約を結び会社資産を資本として運動させる諸意思決定を行い諸取引を遂行し，それらが法人による
売買契約や意思決定や諸取引行為とされるわけである。これちをとりあえず「意思決定」（広くい
って経営戦略・戦術を樹て遂行する行為）と括って話を進めると，「会社自体」論は，「会社自体」
が意思決定の主体一資産を資本として運動させる支配の主体であり，経営者はその代行者あるい
は担い手と主張するが，実はその論者自身が認めるように「会社自体」は何の意思決定能力ももっ
ていない。簡単なことだが，そこが「会社自体」論への批判の焦点の一つとなっている。この意味
では，森呆のいうように法人格は法的擬制にすぎず，いわば実質をもっていない。実質があるとす
れば，資本として運動している会社資産だけであり，だから「会社自体」（会社資本の自立化）が
所有するものは「会社自体」（会社資産＝資本）になる以外にはなくなるのである。
　法入格の設定はもともと多数の出資者を擁する会社において，そのいわば集約体として対外的に
統一的な単一の権利義務の主体を設定する趣旨の法技術的措置であったと考えられ，その法人が，
発達した株式会社において株式の自由譲渡性と有限責任制とによって出資者個々とは別の人格とし
ての「自立性」，「客観性」を強め，とくに株式会社が大規模化し，「所有と経営の分離」が広汎に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）なればいっそう「自立性」，「客観性」を高度にし法学においても「企業自体」論が展開されること
になる。この点では北原や森呆が株式の自由譲渡制や有限責任制の意義を強調することは十分理解
できる。しかし，株式会社に対外的な権利義務の統一・的主体としての法人格が賦与されるというこ
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とは，「会社自体」＝法人が権利義務行使の意思決定能力をもちえないから，そういう意味での主
体となることを意味しない。会社の法人としての意思決定や行為は法人を代表する機関（そこに位
置する自然人）によ・て対外的に行われ，それが会社の意思綻や行為と「認められる］1のであり，
そうした意思決定や行為を根本的に規定するのは少くとも形式的には法人に集約されている出資者
＝株主の意思とならざるをえない。
　株式会社は，所有と経営が分離されうるが故に出資するともいってよい広汎な階層の社会的遊休
資金の集中一その資本への転化の機構であり，「所有と経営の分離」は株式会社に本来的である
といってよい。しかし，さきに指摘した（5－6頁）ように，，株式は「会社自体」＝法人の所有と
されている現実資本の持分であり，株主の「無機能化」，所有の「間接化」といったように株主を
貨幣資本家あるいは「資本のたんなる所有者」にしていく　　マルクスのように「所有と機能の分
離」を一面的に強調していくことは適切ではない。この点で奥村宏が株式の支配証券たる側面を重
視しているのは高く評価できる。実際，株主＝株式所有者を消極化し，「会社自体」の現実資本の
所有あるいは支配力を強調すれば，株式所有を基礎とする「企業集団」は成立しようがなくなる。
この意味では，「会社自体」論の構築の背後にある問題状況　　法人資本主義が　「会社自体」論を
否定することになっているのである。もちろん，「会社自体」論の主張者は，問題が法人株主にあ
るのではなく・まさにその力の増大の裏側にある自然人たる個人株主の衰退を根拠とするその所有
と支配の決定的分離といわれる現象にあるというであろう。とすればそれは現代的な株式所有のあ
り方に関わる事柄であり，株式会社の制度的特徴や一般理論化による株主一般の「無機能化」ある
いは「間接化」の一面的強調で解明されるべき問題ではないであろう。
　ところで，「会社自体」論が「経営者支配」・論を批判するのは，経営者は「所有なき支配」をし
ているのではなく，「会社自体」の「所有にもとつく支配」があり，（この点は奥村説は異るが）経
営者はその意思の代行者にすぎないというのであった。そして「会社自体」が所有する対象は現実
資本であった。しかし，株主が現実資本に対し間接化しあるいはそれから分離されるとき，「会社
自体」が所有するものが何故「資本」（自己増殖する価値の運動体）なのか。この問題に関して，
植竹は直戴に「会社自体」を「会社資本の自立化」つまり無条件に資本そのものとし，経営者はそ
の意味で資本への奉仕者となっているという。経営者の「自立化」とみられるものはrr会社資本
の自立化』に対応し」たrr相対的自立化』」というわけである（植竹，前掲書，154頁）。したがっ
て，植竹の場合は「所有にもとつく支配」論というよりは，「自立化」した資本の意思を代行する
経営者，つまり経営者＝「資本のr人格化』」論であり，実質的には有井に近いも，のとなっている。
「会社自体」論が‘資本所有者は資本’とするような無理を含んでいることの一つの帰結といえよ
う。
　しかし，北原や森果はこの問題になると「株主による所有」の意義を認める。北原は，「総体と
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しての株式所有」ないし「株主（一般）」が会社に「資本家的な魂＝＝意思」を与えるというヵ・ら，
「会社自体」といっても結局会社資産を資本たらしめるものは「株主（一般）」であり，そこに株式
会社の所有が「私的所有たる性格を脱しえない」根拠を求めているようである。となると「会社自
体i論の独自性は失われることになろう。森呆の場合は，株主の存在意義はさらに積極化する。そ
こではすでにみたように「会社自体」＝「結合資本家」は「擬制」であり，それは・「会社自体」と
も「出資者集団」tともいえ，後者の方が「本質的表現」だとされているからである。「会社自体」
が「結合盗未」（傍点一筆者）の所有者である根拠は，それが「諸個人の資本」の「直接」の「結
合」であることにある。「会社自体」が「私的所有者」であるということは，より広く「広範な私
有の基底」と関連づけられてはいるが，「会社自体」論と「擬制」論＝「共有」論とは斉合させえ
ないのではないか。　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　1　　　　　　，1
　他方，「所有論アプローチ」を全面的に排除する松尾と有井にっいていえば，「資本家的活動」か
ら出発するにせよ，「資本そのもの」から出発するにせよそもそも無前提ということに無理がある
と考えられる。
　松尾は立論を資本家的活動から出発させるが，はじめに「資本家的」という言葉が与えられ1い
て後に「資本家」と「資本」概念が措定されるというのは奇妙である。「資本家的」活動とは「貨
殖」≒価値増殖のための活動であり，それは「資本家」としての活動といってもよいし，貨幣や生
産物を「資本」として運動させる活動だといってもよいのである。松尾は7T所有という観念を生み
出す（？）ないしそこから資本が措定される「資本家的活動」を原点に据え，その活動の主体＝経
営主体を資本家とし，したがって現代株式会社の経営者＝経営主体はまさに資本家であるという。
それと同時に松尾は，「資本のr人格化』」＝資本家あるいは価値の「自己増殖」とい？た資本ない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はじめし価値を主体としたような規定に反対しそれを「古色蒼然」と評する。しか、し，．無前提に「太初
に」資禾家的活動を設定することは，無前提に資本を設定し資本家はその「人格化」にすぎないと
いうことと，実は同質になるのではないか。資本家は資本家的活動を行う主体だということは，資
本家は「資本の人格化」ということと実質上変らないからである。松尾は，資本は独り歩きするも
のではなく，資本家の能動的な主体的な活動によってはじめて資本となることを力説するが，その
活動一貨殖の欲望は「資本家的行為そのものの継続的拡大」の「本能」あるいは「〈魂〉」に規定
されているといラ（松尾，前掲書，91，177頁）。この「本能」なり：「〈魂〉」なりを自然人本来のも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）のとみているのか資本家に固有のものとみているのか不明瞭であるが，いずれにせよ多様な欲求を
もつ人間（資本家も含め）の一面を無前提にいわば絶対化レた資本家的活動の設定は「資本の人格
?
化」の先取りに他ならないであろう。
　そして，自然人の諸活動のうちの資本家的活動だけを取出しこれを議論の出発点に据えるには否
応なしにそれを根拠づける社会的諸関係に眼を向けざるをえない。松尾はW－G－Wの段階で交換
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はじめ　　　わざ主体を設定するが，その場合，マルクスr資本論』の「交換過程」論にあるrr太初に業ありき』
こそ真理」として自らの「行動論アプローチ」の拠り所としている（同，150頁）。しかし，この文
言自体は「商品所持者」を前提にしており，松尾が引用しているように引続いて「商品の本性の諸
法則は，商品所持者の自然本能において自分を実証した」，あるいは「他のすべての商品の在会的
　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
行動が，………ある一定の商品を排除する」といい，むしろ商品所持者を商品の「人格化」として
　　　わざその「業」を行わせているように取扱っているのである。この点は後に触れるが，いずれにせよ松
尾のいう交換主体とは商品所持者に他ならず，自然人が交換主体として相互に向き合うのは，彼ら
が，それぞれ自分にとって非使用価値であるが，それをもって自分にとっては使用価値である他人
の物を一定量獲得しうる価値物を所有するという社会関係の中にあるからである。資本家的活動に
ついても同様であり，労働力をも商品化した全面的商品経済社会の成員が私的な商晶所有者として
向き合う社会関係のなかでこそ，「資本家の行動を規定している〈魂〉」あるいは拡大への（蓄積の
ための蓄積の一筆者）「本能」が主動力として措定されうるのである。
　松尾は，この労働力商品化を基礎とする商品経済における私的所有関係＝資本家的商品経済関係
を消去（「所有論的アプローチ」の排斥）しているから，無前提な資本家活動からほとんど同義反
復的に措定される資本家と資本との関係は，所有・被所有の関係としてよりも，「資本は………，
資本家の自由意志によって制御される客体」（同，184頁）として把握されている。そして，「出資
者としての資本家の」「結合体」（同，140頁）たる株式会社においても，「所有の契機から離脱した
経営主体の資本家」（同・161頁）（専門経営者一筆者）と　「非経営主体」になった出資者との分
化が現われ，利潤も前者への経営者報酬と後者への配当に分化するという（同，232頁）。松尾自身
が否定した「利潤の利子と企業者利得の分割」に近い理解し難い把握だが，ここでは「所有の契機
から離脱した経営主体」が「制御」する「客体」＝資本に対し，「非経営主体」たる出資者＝株主が
所有者であることは消えており，過半数の株式をもつ株主が支配力をもちうるのも，「活動そのも
のによる所有の観念とは別の次元で，その社会の構成員の行動を拘束する社会的規範としての株主
の権利が容認されているからである」（同，235頁）と便宜的としかいいようなない説明を行ってい
る。いわば非所有者である専門経営者＝「経営主体」がその活動によって資本を所有することにな
るという「行動論アプローチ」の無理が，ここに端的に現われている。
　松尾が，「行動論アプローチ」によって株主を「非経営主体」として経営者との，また現実資本と
の関わりを切断したとすれば，有井は，資本家＝「資本の人格化」論によって株主を「たんなる所
有」者として現実資本から分離した。有井にあっては株主の所有は貨幣資本家の所有と同質であり，
配当は利子と同質であった（有井，前掲稿（下），58頁）。ここでは株主はたんなる配当一利子の
取得者にすぎないものとなっている。もっとも，有井は，株主は「所有者そのもの（生きた労働に
たいする客観的労働条件の他人性）」（同（下），58頁）であり，「私的所有者の存在を前提する当該
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資本から分離されえ」ない（同（下），57頁）という。とすれば，株主の所有とは会社資本＝現実資
本としてある「生きた労働にたいする客観的労働条件」の所有であろう。もちろん株式会社におい
て株主が直接に現実資本のあれこれの部分を所有するわけではなく，’法人の統一的所有を媒介にし
ているのだが，そうだとしても株主は「所有者そのもの」として決して現実資本から「分離」され
ず，たんなる配当一利子の受領者に終らない現実資本への関わりをもっているのである。しかし，
有井はこれを否定している。有井は「定着した株式会社の諸例を現代日本の六大企業集団を構成す
る中核的企業群の多くに見いだ」（同（下），65頁）しているが，看井のよ』う’に株圭を原理的に規定
すれば，企業集団は成立しえない。その点では，「会社自体」論と共通しており，事実，右井は，
北原のrr会社それ自体』による現実資本の所有」という主張を「全く正しい認識」と評価してい
た（同（下），67頁）。
　有井においては，個人資本家のうちに結合されていた人格，所有，意思行為が，株式会社ではそ
れぞれ法人格，自然人たる株主，業務執行機関に分離している。株主による所有は，現実資本の所
有ではなく，「資本を社会関係として成立させた対立関係の所有表現として」（同（下），54頁）の所
有，つまり現実資本＝客観的労働諸条件が労働力商品の売手とは無縁な他人のものであることのい
わ1ま象徴にずぎない。そして現実資本は「会社自体」＝法人が所有しているのだが，その所有も，所
有＿支配といった内容のものではなく，現実資本の「人格」＝「権利能力（社会関係）」（向（下），
54頁）である。その権利能力の行使一意思行為は業務執行機関が行い，それは「会社機関を構成
する自然人の意思表示（事実的質料的行為）」なのだが，自然人としての意思表示ではなく「株式
会社そのものの意思表示である。」（同（下），55頁）。そして「会社意思は………資本によって与え
られている」（同（下），60頁）。
　きわめて晦渋な議論の展開のうちに通そうとするスジは簡単明瞭である。資本主義社会における
主体は資本であり，自然人も制度も資本の「人格化」としてのみ存在意義をもつ。この限りでは，
個人資本家も「所有から分離された業務執行機関に位置する労働者」（同（下），63頁）＝経営者も同
質である。これは有井の「資本の人格化」論の帰結である。有井によれば，「資本家の根本規定は
r資本の入格化』」である。ここでは資本家が資本の私的所有者であるということはひたすら消極化
されている。その面では個人資本家も　「貨幣資本家」も株主も，たんに労働者にとって労働諸条
件が他人のものであることを示す象徴的存在にすぎないという意味で同質である。資本家は私的所
有者だから資本家なのではない。「資本の人格化」だから資本家なのである。商品交換についてい
えばまず商品があり交換があり，交換の法的遂行者として商品所有者が措定される。彼は商品所有
　者ではあるが商品の「人格化」であって，‘自然人という皮をかぶった商品’，自然人としては形骸
化した「人格」である。資本家も同様に，資本の所有者ではあるが，労働力商品の売買においては
資本家階級としての「資本主義的所有」の「人格」であり，資本の蓄積過程では「資本家的所有」
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の「人格」一蓄積の「動輪」にすぎない。こうしたマルクスの「人格化」論の読解の必然的帰結
が，株主の「たんなる所有」一「無機能」的な存在としての一面化であった。　，
　しかし，‘太初に資本ありき’だろうか。松尾が資本家的活動から出発したのに対して有井は「生
きた労働とこれを実現する客観的労働諸条件との対立」という「事実として」の生産関係＝資本か
．ら出発する。この「対立」は客観的労働諸条件が生きた労働＝労働力商品の売手にとって‘他人の所
有’下にあることなしにはありえない。資本が資本家や私的所有者を措定するというのは，資本を
資本たらしめる前提を明らかにするということであると考えられる。「資本の人格化」に関して有
井は『資本論』の叙述をいくつか引用しているが，それらは，「………問題にされるのは，．………
担い手であるかぎりのこと………」，「展開の進むにつれて………担い手として対応しあうのだとい
うことを，見出す」，「ただ資本の人格化としてのみ，資本家は尊重される」といったように（有井，
前掲稿（上），76，80，87頁参照），理論の展開過程で，商品所有者や資本家を経済関係の「人格化」
として扱う意と解される。また『資本論』が「資本家は，ただ人格化された資本であるかぎりでの
み・－Dの歴史的飾値とあの歴史的鮪在権一…とをも。ているのであ豹というのも同様で
あろう・もちろん・そこには調人は「社会的には」「：aee係の」「薩なの趨と、・うように讃
本主義的諸関係におかれた諸個人はその担い手として行為せざるをえないという，「経済的岩柱会
　　　コ　　コ　　　　　　　　コ　　　　　　　　■　　サ　　　　　■　　　　　■　　　　　　　　　　　（6）
構造の発展を一の自然史的過程と解する」マルクス「の立場」’があり，資本家は必然的に「資本の
人格化」として行為せざるをえないという含意がある。「人格化」として扱うというのもそうした
含意に基礎づけられてのことである。じかしそのことは，直ちに「資本の人格化」’が資本家概念だ
ということにはならない。むしろ自然人としての資本家が生きた労働に対立した客観的労働諸条件
の私的所有者として自己の欲求をただ致富欲に結晶させ，理論（われわれのいう原理論）上「資本
の人格化」としてのみ現われることになるというべきであろう。
　『資本論』第一部第四章「貨幣の資本への転化」においてマルクスはW－G－WとG－W－G
との区別を問題にして，後者について「回り道をして貨幣を貨幣と，同じものを同じものと交換す
ることは，無目的でもあれば無意味でもある操作のように見える」といい，「過程G－W－Gは，
ただ両極の量的差異によってのみ内容をもつ」としてG－W－G’つまり剰余価値および貨幣の資
　　　　　　　　　　　　く7）本への転化を導き出している。そして出発点と終点が同質で量的にのみ区別される価値（貨幣）で
あることから「資本の運動には限度がないのであ」り，「この運動の意識的担い手として，貨幣所
持者は資本家にな」り，「抽象的富をますます多く取得することが彼の操作の唯一の起動的動機た
るかぎりでのみ，彼は資本家として，または人格化され意志と意識とを与えられた資本として，機
　　（8　
能する」と述べている。ここではG－W－G’の意識的担当者＝資本家＝「人格化された資本」とき
れているが，すでに最初のGと終りのGが等しければ無目的と考えること，つまり貨幣所有者が致
富欲をもった自然人としての私的所有者であることが前提となっている。もしG－W－Gを「回り
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道」と考えずに生産物の社会的配分のための必要な機能と考えれば最初と終りのGが同量でも無目
的ではない。これは商業労働の社会的意義という厄介な問題に関わることだが，そのことは措いて
もその・うに考えることはでき・・また・生産過程を包摂したG－W〈㌃……P・・・…W・－G’につ
いても，これをただ「悪無限的価値増殖」（有井，前掲稿（下），60頁）とみるだけでなく資本家的
商品経済社会の再生産の形態とみれば，やはり最初と終りのGが同量でも無目的とはいえない。こ
れが私的所有のもとにおかれたときそれだけでは無目的どなり，資本家は蓄積のための蓄積の「動
輪」と規定されることになるのである。生きた労働に対立した客観的労働条件というとき，後者が
小生産者の自己労働のように前者と直結せず，労働力が商品として後者の所有者に売られることを
指すとすれば，・現代資本主義の公企業さらに社会主義諸国の国有企業もそうである。そこでも剰余
労働の取得が行われ（取得目的が違うとしても），またそれが目標となりうるが，それ以上に公共
的に不可欠な生産物やサービスを低れんに供給することも目標となりうる。つまり，G－W（…W’）
－Gが直ちにG－……－G’でなければ無内容ということにはならない。有井のいう「事実として
の生産関係⊥が資本を資本たらしめるには，否応なしに私的所有が前提とならざるをえないのであ
る。　　　　　　　li
　有井は，株式会社について，株主は「資本が廃棄することができない私的所有者そのもの」，「不
可欠な、r他人』」また「私的所有者の存在を前提する当該資本」（同（下），57頁），さらに「株式会社
は株主を会社構成から切り離し，制度的にも貨幣資本家そのものとすることはできないだろう」
“．（同（下），i62頁）という。しかし，有井は，この私的所有を「たんなる資本所有」として貨幣資本
家の所有と「同質」とし，株主の所有する株式が配当受領権のみならず現実資本の持分であるとい
う，貨幣資本家（宇野弘蔵にしたがっていえば資金一一’－t一原理論では産業資本の遊休資金の貸手）と
の決定的差異を消し去っている。その渕源は「資本の人格化」論にあるのだが，それにしても「資
本主義的所有」一「資本家的所有」一「貨幣資本家と機能資本家とへの資本家の分裂」・「所有と機
能の分離」という移行の論理は不分明である。確かに「資本主義的所有」から．r資本家」的所有」へ
の移行は有名な「領有法則への転回」によって媒介されている。しかし，商品経済は労働力の商品
化によって直接的生産者自身が自らの労働の生産物を商品として賃金をもって資本家から買い戻す
ことによってはじめて社会的に支配的となるのであり，「労働力のみの自由な所持者と，生産手段
と生活手段の所持者（貨幣所持者）とが市場で相対する」cとき，剰余労働め後者＝資本家による取
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　オ得は価値にしたがう交換のうちに内包されているのである。有井hi引用してMる4．うに，．7コL（クス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
は「取得の法則または私有の法則は，………その正反対物に一変する．のである」、といい，また一変
の内容は「資本家が，絶えず等価なしで取得するすでに対象化されている他人労働の一部分を，絶
えず繰り返してそれよりも多量の生きている他人労働と取り替えるということである」（傍点一
筆者）という。いわゆる「不払労働の取得」である。がこれはマルクス自身の理論によれば「等価な
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し」の取得ではない。いうまでもないが労働者は資本家に自己の労働力の価値にしたがってその使
用価値（生産過程での労働）を時間決めで売り，資本家は価値にしたがって労働力を時間決めで買
い，買いとった労働力の使用価値を生産過程で一定時間消費する。その過程で形成された価値が労
働力の価値を超えていても，それは「不払労働」ではない。労働者は自らの労働を売っているわけ
ではないからである。その意味では「領有法則への転回」を挾んだ「資本主義的所有」と「資本家
的取得」の区別には意義を見出し難い。「貨幣資本家と機能資本家とへの資本家の分裂」への移行
となるとその論理はほとんど提示されていない。あるとすれば，「社会的生産としての自己実現に
ともなって，資本の現実の蓄積過程から資本家は排斥されていく」（同（上），88頁），また「私的所
有の個人的限界と，資本概念に内在する時間的空間的悪無限的拡大衝動との矛盾」（同（下），56頁）
である。ごくふつうにいえば，生産力の発展を伴う個別資本の個人資本家的限界を超える拡大とい
うことになろうか。それにしても貨幣資本家の登場は唐突であるし，それと株式会社とは論理的移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）行でつながるのか，並行したものかまたその場合どういう論理的関連にあるのか明らかではない。
どちらかといえば両者は比較対照されているだけである。ただ，今日の「経営者支配」現象が，「資
本主義形態の中で，生産過程からの資本家の排斥，社会的労働を社会的生産そのものとしての労働
者支配，労働者の自己管理という内容が実現している」ことを意味するとしても，「この内容はあく
まで資本主義的敵対的形態によって媒介され」（同（下），66－67頁）ざるをえないのは，有井の所説
によっても，株主の私的所有の故だといえる。そうした決定的意義をもつ私的所有は果たして貨幣
資本家と同質であろうか。また，「経営者支配」の内容が「労働者自身が，生産を指揮し（労働過程），
労働者群を搾取し（価値増殖過程）………」（同（下），63頁）ていく過程としたとき，それは「労
働者の自己管理という内容」の「実現」といえるであろうか。「経営者支配」をもって，「上は支配
人から下は日雇い人に至るまで………すべての個人にたいして生産手段が他人の所有として対立」
　　　　　　　　　　　　　　　しているとはいえないであろう。
注（1）大隅，前掲書，243頁参照。
　（2）田中誠二『全訂　会社法詳論上巻，i助草書房，1974年，82頁。
　③　「人間の活動自身の論理として，活動領域そのものを拡大する属性が備わっているからだと思われる」
　　ともいう（松尾，前掲書，171頁）。
　（4）K・1，S．101，訳，第23巻第1分冊，116頁。
　（5）K．1，S．618，訳，同巻第2分冊，771頁。
　（6）K・1，S．16，訳，同巻第1分冊，11頁。
　（7）K・1，S．165，訳，同上，196頁。
　（8）K．1，S．167－168，訳，同上，198，200頁。
　（9）資金を所有しながら，これを，利潤を生む資本に転化せずに利子で満足する「貨幣資本家」は宇野によ
　　って明らかにされているように原理論では考えられない。貸付けられる資金は産業資本の遊休資金と考え
　　るほかはない。利潤の持分所有でありながら，一面ではこれを利子率で資本還元してしまう株主の資金は
　　武田隆夫のいう　‘原理外資金’であり（同編r帝国主義論』，（上），東大出版会，1969年，27頁），そこに
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　　株式会社が原理論と外れた位置にあることが示されている。
　⑩　‘資本主体論’的な見地で現代株式会社の所有と支配の問題を扱った別の論稿に，植田，前掲稿がある。
　　同稿は，株式所有の法人化がとりわけ進んだ日本で，経営者がもっとも徹底した「合理的」な資本の運動
　　　を追求しているのは何故かと問題を設定し，『資本論』の「貨幣の資本への転化」の叙述に依拠し，資本
　　家は「資本の人格化」として「利潤に，言い換えれば価値法則………に従属している」（同稿，88頁）と
　　　いう。植田は，この考え方から諸説を批判し，私的所有者＝株主の個別的制約から自由になるほど経営者
　　　は「資本の人格化」として徹底し，より純粋に利潤追求という職務を全うできると結んでいる。この点に
　　　ついては森果が経営者を「利潤の純正な追求者」とみている。問題設定としては重要であるが，‘資本主
　　体論’的アプローチについての批判は前述の如くである。なお，植田の諸説批判の要点は，「経営者支配」
　　論に対しては，「経営者による独裁を許しつつ，それでもなお，その企業の株式を所有している株主が存
’　　在することは考えにくい」，また「利潤動機を超え」た経営者の存在は「事実認識」として大いに疑問が
　　残るといい，さらに「所有者＝株主の私的所有に基ずく致富欲に究極的に規定されつつも企業という組織
　　　は，………『資本』としての本来の性格を備えている」という（同，82頁）。奥村宏に対しては，法人所
　　　右にもとついて支配する経営者が「利潤追求を第一義の行動原理とする根拠を，経営者の個人大株主への
　　　忠誠から『法人としての会社の忠誠』への移行という，あいまいな言葉で表現している」，「資本主義経済
　　　の運動の中心に位置する資本についての定義付けを欠いた」と批判する（同，83－84頁）。この批判にっ
　　　いては，行論で紹介したように，奥村も株式会社が「資本としての機能」をもつといっていること，経営
　　　者が支配する会社が他社であり，忠誠心は自社に対してというように混乱があることを指摘しておこう。
　　　さらに「所有者＝株主支配」論については，「無機能化している群小株主の集合が，経営者を支配してい
　　　ると考えるのは無理」，個人株主の衰退過程と並行した「高度経済成長」期を説明しきれない，という（同，
　　　85頁）。これらの批判はなお，個人株主の位置づけ（私的所有）と会社一資本とを整合させえていないと
　　　いわねばならない。
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　まず，以上の本稿の主張をまとめると，①企業諸形態の「論理的展開」には無理があり，有限責
任制の過大評価と株式自由譲渡制の過小評価を導くことになる，②有限責任制は株主の「無機能
化」の代償ではなく，社会的遊休資金の糾合一資本への転化の機構である株式会社の株主には，
「所有と経営の分離」した面と現実資本の持分（支配権を含む）の所有者という面がある，③「会
社自体」論も一方ではこれを資本そのものとして，‘資本主体’論になっており，④他方では，株主
＝所有者が「会社自体」の資産を資本たらしめていることを否定し切れない，⑤奥村の法人所有に
もとつく「相互支配」論は結局「経営者支配」論であり，⑥同時に，会社＝「資本の人格化」とみ
ているフシもある，⑦松尾の「行動論アプローチ」は，「資本家的活動」の前提にある資本家的商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　はじめ品経済の社会的諸関係を消去している，⑧また，無前提に　‘太初に資本家的活動ありき’を主張す
ることは，同様に‘蓑i訪に資本ありき’と主張することと同質である，⑨株主＝非経営主体（「無機
能化」）＝有限責任と株式過半数所有による支配（経営主体化）とは整合しない，⑩有井における，
出発点としての社会関係＝資本は前提となる私的所有を消去している，⑪そのうえでの「資本の人
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格化」論は，株主をこれとは本質的区別されなければならない「貨幣資本家」と同質化することに
なっている，⑫「資本の人格化」は資本家が私的所有者であってはじめて生じうることであり，⑬
客観的労働諸条件の所有者である資本家と自由な労働力の売手＝労働者との市場での出合い一労
働力商品の売買のうちに資本家の剰余労働取得は内包されており，「不払労働」の取得という誤りを
もつ「領有法則への転回」を媒介とした「資本主義的所有」から「資本家的所有」への移行論に意
義を見出しえない，⑭「貨幣資本家と機能資本家との資本家の分裂」と「所有と機能の分離」との
論理的連関が不明瞭で質的に区別されるべきものがたんに比較対照されている，⑮有井においても，
結局は株式会社が「資本の人格化」である根拠は私的所有者としての株主にあることになっていて，
株主と法人とを切断したのは誤りである，⑯「労働者自身が，………労働者群を搾取」していると
主張しつつ，「労働者の自己管理という内容」の「実現」ないし「上は支配人から下は日傭い人に
至るまで………生産手段が他の所有として対立」するということには矛盾がある，となる。
　こうしてみると，相互に批判・対立し合うかにみえる諸説も基本的なところで重なり合うことが
わかる。そのことは，「会社自体」論とは異った意味で私的所有論が，現代株式会社の所有と支配
を考えるときの基礎にならなければならないことを示唆している。その場合のもっとも重要な現実
の問題は，日本で際立っている個人株主の衰退と法人株主の圧倒的増大という事実である。松尾は，
私の小論に対して，私的所有の具体化としての個人株主や個人預金も量的にみると重要性をどんど
ん後退させていると批判し（松尾，前掲書，51頁），植田は個人株主が経営者に対し支配力をもつ
のは無理と主張しているが，そのような主張をさせる現実はあるといえる。また，有井が一般理論
的にであるが，経営者にとって配当は「必要悪」でありコストだということに現実的具体性がある。
にもかかわらず，私的所有こそが資本を資本たらしめると主張するのはつぎのような理由による。
　第一に，経営者がいかに株主からの自立を主張し，自らも中立的テクノクラシーあるいは公共性
ある株式会社の，社会的責任を自覚する専門経営者だと主張しても，配当をコスト化しえないし，
株式価格にたいする株主の関心を無視しえない。日本において財閥解体による個人株主の増大の直
後から始まったその株式保有率の低下傾向と，株式利回りの低下＝いわゆる「利回り革命」とはほ
とんど並行していたが，後者は配当性向の低下傾向を一因としていたとはいえ，より大きくは株価
の上昇によっていた。配当性向の低下傾向ないし配当の低位安定傾向は，株主の「無機能化」一
「経営者支配」の確立の重要な根拠とされたが，このことによって株主が犠牲になってはいないこ
とを示したのが異常ともいえる株価の上昇傾向であった。この面で株主は十分報われていたのであ
（1｝
る。異常な低利回り一異常な株高をどう説明するかはなお不確定といわねばならないが，株式が
たんに配当受領権だけでなく，現実資本の持分つまり支配権の可除部分でもあり現実資本（会社の
純資産）の持分でもあることが株高の重要な要因であると考えてよいであろう。前者は，奥村宏が
法人の相互持合いによる「高株価政策」一時価発行として力説するところであり，後者は，PB
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R（Price　Book・Value　Ratio．株価資産倍率）という考え方に反映されている。ここでの問題は後
者である。配当性向の低下は半面利潤の内部留保率の上昇であり，これと時価発行によるプレミア
ム分（いわば創業利得分）の会社への流入，また利潤を圧縮する積極的な減価償却は，名目的な株
式資本額と純資産との乖離を拡大させる。一つにはこれに対応する株式の無償交付の直接的刺激も
あり，そしてより基本的には株式の持分としての実質価値の増大が株価に反映しているとみること
ができよう。ただし，株価の上昇が，法人所有の増大下に会社の証券投資を多大に含み資産化（土
地と並んで）することによってさらに株価が押し上げられるという，投機性の強い一累積的反落
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛2）の可能性をもつ株高にしている点にも注意すべきであろう。株主は「貨幣資本家」どころではない。
利子率が株価の基礎的規定因であるように，債券には決して「利回り革命」はないのである。
　第二に，「利回り革命」一高株価はそれ自体としては圧倒的保有率をもつ法人をまず潤おすとも
いえるが，注意しなければならないのは，株式所有の法人化という場合，事業会社を上回る金融機
関保有率の増大が195d年代の初めから一貫していることである。この金融機関の集める社会的遊休
資金の大きい部分はこれまた法人のものであるとしても，個人の遊休資金が株式に直接投ぜられる
よりはるかに大規模に金融機関に投じられていると考えてよいであろう。奥村は，アメリカの金融
機関と日本のそれとを対比して，前者がより投資家的であり，後者が企業集団の主軸メンバーとし
　　　　　　　　　　　　　　（3）てより支配志向的であるという。そうだとしても，諸金融機関の間の競争は社会的遊休資金の所有
者の致富欲求を背景にして自らの投資証券の価値上昇を強く求めさせることになろう。事業会社に
しても同様な面はある。こうして，個人株主にとどまらず，広汎な社会的遊休資金の所有者＝私的
所有者の存在は，会社資産を資本たらしめているのであり，経営者もまた「資本の人格化」として
行動せざるをえないのである。個人株主やより広く社会的遊休資金の私的所有者が直接に，たとえ
ば支配的大株主のように経営者を支配し，「資本の人格化」たらしめているとはいえないが，その
存在自体が経営者を，そのようにさせるもっとも基底的な要因というべきである。このことは明ら
，かに近時における株式会社の変質であり，経営者がたんなる利潤追求のみでなくより広い視野をも
つことを可能にさせているといってもよい。しかし，それも，福祉国家体制ないし労資同権化とい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）う現代資本主義の状況への「資本の人格化」たる経営者の対応でもある。
　第三に，重要な問題だが，会社資産を資本たらしめている条件はもちろん私有一般ではなく，労
働力商品化を基礎に，各会社資産が商品経済的に社会的分業の一端を担いつつ相互に競争している
ことが不可欠である。そして競争は，マルクスが指摘したように私的所有下の致富欲が前提にあっ
てこれを蓄積への外的強制としたのである。だから，労働力商品化を基礎に商品経済の再生産に参
加しただけでは公有企業にみられるようにしばしば非能率が問題ともなる。逆に利潤動機の導入や
「民営化」によって公有企業を私有企業に近づけることで効率の増大を図ることが政策となってい
る。つまり公有企業をできるだけ資本に近づける，ないしまったく資本にしてしまう政策である。
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ここにも，いわば裏側から資本に対する私的所有の関わりの根本的規定性をみることができる。
　ところで，この効率ということに関しては，植田が，一見「経営者支配」のより徹底した日本で
何故にもっとも積極的に，いわば資本の合理性を追求した強蓄積が行われたのかと問題提起し，む
しろ「経営者支配」の徹底が「資本の人格化」の徹底となるということをもってその回答とした
（前節注（9）参照）。これについては，松尾が私の小論に対する批判として，資本の規定的基礎たる私
的所有と私的所有の個別的製肘からの相対的自立による経営者の「資本の人格化」の徹底との間の
　　　　　　　　　　5）整合性を問うている。植田の場合は，私的所有の前提をおいていないからこうした松尾の批判には
該当しないが，私有にもとつかない会社資産が何故資本なのかが根本問題として残る。まず，私的
所有の製肘ということだが，これについては森呆が示唆に富む見解を述べている。すでに紹介した
ように，株主の個人的利害と資本全体としての合理性の追求とは必ずしも一致せず，後者のために
は，たとえば大株主の「権利の濫用」に対し経営者の権限が強化されるのであり，経営者は「企業
自身の利潤の純正な追求者」だというのである（本文11頁参照）。授権資本制などの経営者の権限
の拡大・強化をこの視点からみてよいかどうかは問題を残すが，森呆にしたがって，経営者が統一
体としての資本の運動への合理性を追求（技術的にも）しうる存在であるし，そう期待もされると
考えてよいであろう。そして，経営者の権限の拡大・強化の傾向は戦間期の株式会社における「所
有と経営の分離」の進行一「企業自体」の思想の発展と絡んでいたと考えられる。後の事実は，
しかし，株式会社が私的所有の基礎を離れたことを意味しない。特定個人大株主の支配力は失われ
たとしても，かえって現代の株式会社はますます広範な社会的遊休資金の私的所有により基礎づけ
られているのである。それに対応して専門経営者はいよいよ「社会的に」資本運動の合理性を追求
　　　　　　　　　　　　　　（G）すること期待されてくるのである。
　さて，「経営者支配」現象の本質をどう把握するかについての議論は多様であるにしても，これ
が現代資本主義の歴史的位置を考えるうえで決定的に重要な問題の一つであることには大方異論は
ないであろう。これに関して，有井はマルクスの株式会社論における「通過点」の主張にしたがい，
「近代的r経営者支配論』にたいしては，イデオロギー的対応がなされるべきではなく」，「経営者
支配の内容に合致した社会形態の追求が提起されるべきである」という（本文17頁参照）。つまり
現代資本主義においては，「経営者支配」として「社会的労働と社会的生産そのものとしての労働
者支配，労働者の自己管理という内容が実現している」が，株主の所有＝私的所有が残り，なお
資本主義的敵対形態をとっている。形態を内容に合わせるべし一有井の立論を追えば，「不要な
階級」＝株主を追放せよということになろうか（ただし有井はそれについて具体的言及をしていな
い）。しかし前述のようにその「内容」が現実のものかどうか，有井のなかに不整合があるのでは
ないかという疑問は残る。そしてそのことは，形態を内容に合わせるだけでなく，内容自体を，つ
まり「労働者自身が，………労働者群を搾取」する構造とそれを基礎づけている労働力商品化を問
一現代資本主義と「経営者支配」一 31
題にしなければならないことを示唆している。
　そればかりではなく，現代の株式会社が，ますます広く社会的遊休資金の私的所有に基礎づけら
れてきていることは，株主＝貨幣資本家が「不要な階級」と片づけられるよりも，むしろ，社会的
遊休資金の私的所有を広く捲き込んだ株式会社がますます「公共性」を強め，「経営者支配」が社
会的性格を濃くしていることを意味する。第一次大戦前の金融資本について，宇野弘蔵が，金融資
本（巨大株式会社と読み替えてもよい）がその発展に伴い形成するサラリーマン層のような広範な
階層の社会的資金を動員することによって「その利害関係を証券相場の変動のうちに埋没せしめ」，
「正常な範囲に制限されれば金融資本は一国の利益を代表しうるものであるかのごとき幻想さえ生
　　　　（T）
じてくる」といったが，これは今日の状況についてもきわめて示唆的である。今日の状況に合わせ
ていい替えてみれば，資本の合理性の追求は‘国民的課題’とされているということになろうか。
労働者（といってもどの部分かは問題だが）もこうした社会的資金の私的所有者として一広い意
味で「資本家」として他の労働者の「合理化」＝人員整理を求めることにもなるのである。もちろ
ん，‘国民的課題’としての資本の合理性の追求という事態は，たんにここで問題にしている私的所
有によってのみ説明されるものではないが，その基礎を与えていることは確かである。巨大な株式
会社を中軸とする現代資本主義は，この限りでは一現代資本主義が当面する困難な諸問題を別と
すれば，生産関係の敵対的性格を克服するべき「通過点」というよりは長い難路かも知れない。
注（1）これについては富森度児「日本的経営とその経済基盤」（同編著r現代の巨大企業』，新評論，1985年，
　　第5章第1節，116－117頁も参照。
　（2）日本の株価はPBRでみても国際的にみて高過ぎるが，1980年のPBR（東証第1部）1．　95に対し純資
　　産を時価にした修正PBRではO．　30となる（山下竹二『日本はなぜ株価が高いのか』，東洋経済新報社，
　　1985年，107－108頁）。
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